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実績評価書

平成１９年８月

評価の対象となる施策目標 政策医療を向上・均てん化させること

１．政策体系上の位置付け等

基本目標 Ⅰ 安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進す
ること

施策目標 ４ 国が医療政策として担うべき医療（政策医療）を推進すること

施策目標 政策医療を向上・均てん化させること４－１

個別目標１ 政策医療を開発・確立すること

（主な事務事業）
・研究所運営事業
・治験推進事業
・大型研究事業

個別目標２ 政策医療の均てん化を図ること

（主な事務事業）
・各種研修事業
・政策医療に関する情報発信事業（一般向け・医療者向け）

施策の概要（目的・根拠法令等）
１．目的等

国が医療政策として担うべき医療（政策医療）については、医療政策における国立高
度専門医療センター（ナショナルセンター）の位置付けを踏まえ、各分野ごとに、施設
の有する機能に応じて、診療・臨床研究・教育研修・情報発信を行うことで、効率的か
つ効果的な政策医療の開発・確立を図る。
２．根拠法令等

厚生労働省設置法第１条第１項（平成１１年法律第９７号）
主管部局・課室 医政局・国立病院課
関係部局・課室

２．現状分析
ナショナルセンターは、がん、脳卒中、心臓病など、その制圧が国民的課題になって

いる疾病について、高度先駆的な医療技術の開発・普及、病因・病態の解明、新たな診
断・治療法の開発・研究、専門的従事者の研修及び情報発信を総合的・一体的に行なう
ための中核的機関として設置され、従来よりその研究への取り組みなどにより、政策医
療の着実な推進に取り組んでいる。

また、国のがん戦略の推進など、国の医療政策上のニーズに対応する観点から、ナシ
ョナルセンターとして特定の疾患に関する全国の中心的機関としての機能強化を一層推
進するとともに、行政改革の動向を踏まえ、今後その機能の更なる充実・強化を行うこ
ととしている。

その際、現在、がん対策で進められているようなナショナルセンターと地方の中核拠
点病院との連携を念頭に置いて、都道府県の医療計画等との連携を図りつつ、ナショナ
ルセンターにおいては、各政策医療分野の研究、医療、人材育成、情報発信の牽引車と
しての役割や、高度先駆的医療の研究開発、高齢者の在宅医療システムの全国への普及
等を行う役割を担うとともに、政策提言を行うことができる方向で、平成22年度の独立
行政法人化に向けて、その果たすべき役割や機能等について検討を進める必要がある。
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３．施策目標に関する評価
施策目標に係る指標
（達成水準／達成時期）

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 発表論文数（掲載に専門家による

審査が必要となる国際的に購読さ
れる専門的科学雑誌に掲載された
科学論文 （単位：件数） 2,674 2,829 2,658 2,963 2,961）
（対前年度増／毎年度）

3,164,523 4,288,792 5,976,502 7,037,146 18,337,788２ ホームページへの年間アクセス数
（単位：件数）
（対前年度増／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１及び指標２については、医政局国立病院課調べ。

施策目標の評価
高度先駆的な医療技術を開発・普及し、専門的従事者の研修等を通じ政策医療の向上

・均てん化させるため、多数の論文数の発表、ホームページを通じた情報発信、研修会
等を通じた地域の医療従事者の質の向上による人材育成といった取組を行っているとこ

。 、 、ろである 発表論文等を通じて 研究開発された成果を均てん化していくこと等により
高度先駆的な医療技術の普及が効率的かつ効果的に図られており、平成18年度において
は、論文発表数は前年より減ったものの前々年以前と比べ増加傾向であり、ホームペー
ジへの年間アクセス数についても前年より大幅に増加するなど、施策目標をほぼ達成し
たものと評価できる。

４．個別目標に関する評価
個別目標１ 政策医療を開発・確立すること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期） Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 発表論文数（掲載に専門家による

審査が必要となる国際的に購読さ
れる専門的科学雑誌に掲載された
科学論文 （単位：件数） 2,674 2,829 2,658 2,963 2,961）
（対前年度増／毎年度）
※施策目標に係る指標１と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１については、医政局国立病院課調べ。

参考指標 Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 政策医療に係る研究機能（研究部

の数 （単位：数） ８０ ９６ ９６ ９７ ９７）
（対前年度増／毎年度）

２ 治験受入件数（単位：件数） ４２５ ４０３ ４２８ ４７２ ４６４
（対前年度増／毎年度）

（調査名・資料出所、備考）
・ 参考指標１については、研究所等に設置する研究を所掌とする部の数であり、医政

局国立病院課調べ。
・ 参考指標２については、医政局国立病院課調べ。

個別目標１に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
国立高度専門医療センターにおいては、高度な医療を開発・確立するため、研究開発

の推進に取り組んでおり、研究成果を活かすための一環として、論文という形で発表し
ていくことを通じて、研究成果の共有等を図っており、効率的に政策医療の向上、均て
ん化に寄与していると評価できる。

発表論文数については、平成１８年度に前年度より減ってはいるが、依然３０００件
近い論文を発表していることや、政策医療に係る研究機能である研究部も年々着実に強
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化されていること、また、治験受入件数も平成１８年度においては引き続き４００件以
上の治験を行っていることから、今後も、更なる増加が期待され、ひいては政策医療の
確立が期待されるところである。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
研究所運営事業事務事業名

平成18年度 10,268百万円（補助割合：[国 10／10][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（国立高度専門医療セ

ンター特別会計）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（施設等機関）

概要：各ナショナルセンターに設置している研究所において、特定の疾患の調査及び
研究を行う。

治験推進事業事務事業名
平成18年度 6,928百万円の一部（補助割合：[国 10／10][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（国立高度専門医療セ

ンター特別会計）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（施設等機関）

概要：各ナショナルセンターにおける高度な医療環境を活用し、民間企業等から治験
の受託を推進する。

大型研究事業事務事業名
平成18年度 4,144百万円（補助割合：[国 10／10][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（国立高度専門医療セ

ンター特別会計）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（施設等機関）

概要：がん、循環器病、精神・神経疾患、国際医療協力、成育医療、長寿医療の各分
野において研究事業を行う。

個別目標２ 政策医療の均てん化を図ること

個別目標に係る指標
アウトプット指標

（達成水準／達成時期） Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
3,164,523 4,288,792 5,976,502 7,037,146 18,337,788１ ホームページへの年間アクセス数

（単位：件数）
（対前年度増／毎年度）
※施策目標に係る指標２と同じ。

（調査名・資料出所、備考）
・ 指標１については、医政局国立病院課調べ。

参考指標 Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８
１ 研修会受入人数 1,244 1,355 2,377 4,922 8,201

（対前年度増／毎年度）
（調査名・資料出所、備考）
・ 参考指標１については、医政局国立病院課調べ。

個別目標２に関する評価（主に有効性及び効率性の観点から）
ナショナルセンターにおいては、開発・確立された高度な医療を均てん化するため、

地方の中核的な医療機関との連携を図るとともに、医療従事者等に対する研修や国民、
医療従事者向け情報発信をホームページの活用により行うことで、効果的に政策医療の
向上、均てん化に寄与していると評価できる。

ホームページアクセス数については、平成18年10月国立がんセンターに設置された、
「 」 、がん対策情報センターが発信する がん情報サービス へのアクセス件数増などにより

平成１８年度においては平成１７年度と比べ大幅に増加しており、評価できる。また、
研修会受入人数についても、主に各センターの研修会の回数増加等により大幅に人数増
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加しており、評価できる。今後も引き続き積極的な研修の実施を行うことによって、政
策医療の均てん化等、着実な推進を図っていくこととしている。

施策目標・個別目標を達成するための主な事務事業の概要
各種研修事業事務事業名

平成 年度 5,236百万円（補助割合：[国 10／10][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（国立高度専門医療セ

ンター特別会計）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（施設等機関）

概要：レジデント研修、受託研修や地域の医療従事者を対象とした研修などを通じて
人材育成し、医療の均てん化等を進めていく。

政策医療に関する情報発信事業（一般向け・医療者向け）事務事業名
平成 年度 833百万円（補助割合：[国 10／10][ ／ ][ ／ ]）
予 算 額 一般会計、厚生保険特会、労働保険特会、その他（国立高度専門医療セ

ンター特別会計）
実 施 主 体 本省、厚生局、労働局（監督署、安定所、均等室 、検疫所）

都道府県、市区町村、独立行政法人、社会福祉法人、公益法人
その他（施設等機関）

概要：各国立高度専門医療センターが各分野において全国の中核医療機関や国立病院
機構をはじめとする医療機関等へ情報発信を行う。

５．評価結果の分類
評価結果は、施策目標の達成状況を原則として、個別目標の達成状況を踏まえつつ、

総合的に判断して分類

１ 施策目標を達成した

② 施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける

３ 施策目標の達成に向けた見直しを検討する
ⅰ 組織体制の見直しの検討
ⅱ 予算の見直しの検討
ⅲ 事務事業の新設の検討
ⅳ その他（ ）

４ 施策目標・個別目標の達成水準の見直しを検討する

６．特記事項
①国会による決議等の状況（警告決議、附帯決議等）

②各種政府決定との関係及び遵守状況

「国の行政機関の定員の純減について」(平成18年6月30日閣議決定)
① 国立高度専門医療センターについて、今後ともナショナルセンターとしての機能を的確に果

たせるよう、必要な制度的・財政的な措置を講じた上で自律的かつ効率的な事業運営を行うこ
とにより、その機能の充実発展を図りつつ、非公務員型独立行政法人とする。これにより、国
立高度専門医療センター関係5,629人について、5,600人程度を純減する。

② 以上のほか、次の見直しを行う。
－法人化後を含め、業務の効率化や債務返済計画等について検討し、必要な措置を講ずる。
－法人形態の検討に当たっては共通業務の合理化・効率化に留意するとともに、法人化後は、法
人形態の如何を問わず中期目標の下で業務運営の効率化を図る。

③総務省による行政評価・監視及び認定関連活動等の状況

④会計検査院による指摘
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⑤学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

７．本評価書に関連する他の実績評価書
なし


